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　保険薬局業界は、近年の診療報酬改定により、従来型の処方箋
を応需し、調剤するだけの薬局からその機能や役割に応じた収益
体制面でも大きな変化を余儀なくされている。診療報酬は、厚生
労働大臣の諮問機関である中央社会保険医療協議会（中医協）で決
定される医療サービスの公定価格のことだ。保険薬局の場合、調
剤などの業務に関して調剤報酬点数があり、全国一律の負担で調
剤サービスや医療用医薬品を購入することが可能となっている。

　現在、診療報酬は２年に１度見直し、
改定が行われている。高齢化を背景と
した40兆円を超える規模に達した医
療費削減に向けた、医療サービスの質
の向上と効率化を図る必要性があるた
め、このところ保険薬局業界に向けて
は大鉈を振るうような改定が行われて
いる。
  その前段として、厚生労働省が2015
年に策定した「患者のための薬局ビジ
ョン」がある。ここに盛り込まれた「対
物業務から対人業務へ」という概念が

薬局薬剤師のあるべき姿として重要な
キーワードとなっている。現在、その
方向性で今年４月の調剤報酬改定や、
昨年11月に成立し、公布された改正
医薬品医療機器等法（改正薬機法）に
も反映されていくことになる。
　薬剤師の対人業務については、昨年
４月に厚生労働省が「調剤業務のあり
方について」という通知を発出した。
これまで、薬剤師のみとされていた医
薬品棚からのピッキングなど対物業務
の一部について非薬剤師が可能な業務

の範囲が示された。薬剤師による対人
業務のウエートを高めることにつなが
る。
　これまでの薬局薬剤師の業務は「調
剤して薬を渡して終わっている」こと
が目的のようなイメージがあった。通
知や診療報酬改定の中で求められてい
る対人業務は、患者に対して笑顔で親
切に対応するという意味ではなく、薬
剤師が薬学的知識や技能をもとに、疾
患の治療に積極的に関わることに注力
していくというものだ。
　昨年、公布された改正薬機法には、
薬剤師には投薬後のフォローアップも
義務化され、４月の調剤報酬にも取り
組みの評価が行われている。改正薬機
法を検討する議論の中では「国がかか
りつけ薬剤師・薬局の推進を目指して
いるものの、現状、薬局薬剤師の仕事
ぶりが患者に見えない」という厳しい

指摘があった。改正薬機法では、かか
りつけ薬剤師・薬局の業務をより明確
に見える形で示すため都道府県知事の
認定する「地域連携薬局」「専門医療機
関連携薬局」を導入。21年秋頃にもス
タートする見通しで、従来型の漫然と
処方箋を調剤する薬局は患者から選択
されない時代が来るかもしれない。
　そうした中で、保険薬局市場は大手
調剤チェーンが出店やM & Aによる店
舗拡大を図るなど、現在全国に約５万
8000軒の薬局があるのが実情。今後、
現行の社会保障制度を堅持していくた
めには、約３万軒ほどにまで薬局を削
減する必要性も言われている。
　このところの薬局薬剤師の業務や役
割が大きく変化しようとしていく中
で、その流れにどのように対応してい
くかどうかが大手調剤チェーン、中小、
独立系の薬局の如何に関わらず問われ
てくるところだ。４月の調剤報酬改定、
さらには改正薬機法の施行により、保
険薬局業界は新たな局面を迎えること
になりそうだ。
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対人業務の充実求められる

　病院薬剤師の業務は年々広がっている。近年は、病棟での業務
の充実に加えて、入院中の医療を地域の病院や診療所、薬局、施
設にうまくバトンタッチする役割が重視されるようになってき
た。国にとっては、医療費の伸びを抑えながら、いかに質を落と
さずに医療全体の効率化を図るかが課題で、こうした観点から医
療機関の機能分化と連携推進に力を入れている。各病院の経営を
考える上でも、患者の紹介や逆紹介などで地域の各機関との連携
強化を図ることが欠かせない。地域全体の薬物療法の連携につい
ては薬剤師が責任をもって取り組む必要があるだろう。

　これまでの病院薬剤師の業務の変遷
を振り返ってみると、劇的な変化を遂
げるきっかけになったのが、1990年
代に本格化した医薬分業の進展だ。外
来患者の調剤業務が手から離れ、薬剤
管理指導料の新設という診療報酬上の
後押しもあって、浮いた薬剤師のマン
パワーを病棟での業務に費やせるよう
になった。当初はベッドサイドでの患
者への服薬指導が業務の中心だった
が、病棟での役割は次第に広がった。
病棟に出入りする中で、医師や看護師
から薬の質問を受けて答えたりするう
ちに、顔の見える関係に発展。12年
に病棟薬剤業務実施加算が新設され、
病棟で業務を行う時間が長くなると、
各病棟単位でチーム医療の一員として

活躍する機会が増えた。
　それまでは感染対策チームなど院内
横断型のチーム医療に加わることは多
かったが、病棟単位のチーム医療でも
存在感を発揮し始めた。さらに現在は、
一般病棟だけでなく、手術室や集中治
療室、救急救命室などにも薬剤師が幅
広く関わるようになっている。
　活躍の場が広がるだけでなく、業務
の質も変化した。患者への服薬指導や
副作用のチェックにとどまらず、医師
への処方提案などを通じて、目の前の
患者に応じた最適な薬物療法の設計に
関わる機会が増えている。
　病棟業務の充実を経て近年、特に重
視されるようになった役割が、地域の
病院や診療所、薬局、施設などとの連

携強化だ。急性期病院に入院した患者
は通常10日ほどで退院し、慢性期病院
や高齢者施設に移ったり、紹介先の診
療所に戻ったり、外来通院に切り替わ
ったりして医療が続けられる。慢性期
病院や高齢者施設、診療所に入院中の
医療がうまく引き継がれるように病院
薬剤師は、入院中の薬物療法の意図や
注意点をお薬手帳に記載したり、文書
で提供したりすることが求められる。
　自院での外来通院に切り替わったり
した場合にも、院外処方箋を応需する
薬局との連携強化が重要になる。今春
の診療報酬改定でも、入院前の処方薬
内容に変更、中止などの見直しがあっ
た場合、退院時にその理由や患者状態
を記載した文書を薬局に提供した場合
の評価として「退院時薬剤情報連携加
算」が新たに設けられることになった。
また、医療機関が患者に外来化学療法
のレジメンを提供し、地域の薬剤師を
対象にした研修会を実施するなど薬局
との連携体制を評価した「連携充実加
算」も新設される。
　今後も診療報酬などで連携を後押し
する国の施策は続くとみられる。病院
薬剤師は、入院期間中だけでなく、退

院後も見据えた薬物療法の円滑な連携
を意識する必要があるだろう。
　近年の医療関連施策の中には、病院
薬剤師の業務拡大の追い風となるよう
な動きがある。医師の働き方改革を進
めるために、医師でなくても行える業
務は他の職種に移管する“タスクシフ
ティング”の検討が始まっている。議
論をさらに深め、段階的に制度に組み
込まれる見通しだ。日本薬剤師会と日
本病院薬剤師会は現行法上で薬剤師に
移管可能な業務として「医師と連携の
下、事前に作成・合意されたプロトコ
ール及び薬剤師による専門的知見解に
基づき、薬剤の種類、投与量等の変更
を実施」などを提案している。こうし
た業務展開が今後どれだけ広がるかに
注目してもらいたい。
　一方、業務範囲が広がったとしても、
そもそも中小病院や地域の病院など薬
剤師を十分に確保できない病院では幅
広い業務を行えず、調剤業務のみに専
念せざるを得ないという問題もある。
とはいえ、マンパワーさえ十分にあれ
ば、中小病院は現場の医師や病院経営
者との距離が近い、魅力的な職場にな
り得る。病院経営者の片腕として働く
薬剤師は各地に存在する。大学卒業後、
一定の経験を積んだ上で、中小病院や
地域の病院で働いてみるのも選択肢の
一つになるのではないか。
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